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自主避難に関する論点 

 

 

１． 紛争審査会が策定する指針は、賠償すべき損害と認められる一定の類

型の損害の範囲を示すもので、被災者の迅速な救済を図るという観点

から、相当因果関係が認められ、賠償すべき損害として整理可能なも

のから順次指針として策定してきた。中間指針では、現段階で明らか

になっている原子力損害の全体像として、避難に係る損害については、

年間 20mSv を超える被曝のおそれのある区域・地点や今後起こり得る

緊急時に避難が求められる区域など、政府の避難指示等の有無を基準

として、避難をする合理性が認められるものを指針の対象とすること

とした。 

２． 一方、これ以外にも、避難等の対象区域外に住居があって放射能の危

険を懸念して自主的に避難している者が多数いると考えられ、これら

の者の避難費用等が賠償すべき損害と認められるか否かの問題がある。 

３． 一般的には、指針の対象区域に居住する者ではなくとも、被曝の危険

を回避するための避難行動が社会通念上合理的であると認められる場

合には、その避難費用等は、賠償すべき損害となり得る。このような

避難の合理性を判断するための基準としては、例えば，本件事故直後

においては一般的には事故のあった原子力発電所からの距離等を基準

とすることが考えられ，その後においては一般的には避難を開始する

地点の放射線量等を基準とすることが考えられるが、政府が避難指示

等の措置を何ら講じない地点において、自主的な避難をすることが合

理的か否かについて判断する適切な基準があるかどうかが問題である。 

４． 政府は、年間 20mSv を計画的避難の指示や特定避難勧奨地点の指定の

際の基準として用いており、これを上回るおそれのある地域・地点に

ついては、避難指示等の措置を講じることとしている。このような政

府の基準は下回るが、相当量の放射線量率が観測された場合などにお

いて、放射能の危険を懸念して自主的に避難することの合理性が認め

得るか否かについては、いわゆる風評被害の場合と類似した点もある。

また、妊婦，子供等対象者の範囲、検査費用，避難費用等損害項目の

範囲、避難指示等が解除された区域との整合性など考慮すべき事項が

ある。 

 


